
災害廃棄物の撤去等に係る連携対応マニュアルについて（１／２）

1

２ ０ ２ ０ 年 ８ 月 ７ 日
防 衛 省

平成２８年熊本地震、平成３０年７月豪雨、令和元年東日本台風（台風第１９号）、令和２年７月豪雨など、近年の大規模災害では広範
囲に甚大な量の災害廃棄物が発生し、被災自治体のみでは対応できず、応援自治体等の支援を受け、環境省・自衛隊・ボランティアなどの
関係者が連携して災害廃棄物の撤去を実施。
今般、環境省と防衛省は、それらの活動を通じて蓄積されたノウハウ等も踏まえ、防災基本計画（令和２年５月）に基づき、防衛省、環
境省、都道府県、市町村、ボランティア、ＮＰＯ等の関係者の役割分担や、平時の取組、発災時の対応、自衛隊の活動終了に伴う対応等に
ついて整理した「災害廃棄物撤去に係る連携対応マニュアル」を共同で策定し、関係者に周知して、災害廃棄物の発生に円滑かつ迅速に対
応し得るよう協力態勢を構築する。

１ 基本事項
○ 災害廃棄物は、発災時には被災家屋の片付け等により一度に大量に発生。生活環境の保全等のため、円滑・迅速な処理が非常に重要
○ 災害廃棄物処理の３原則（「①安全」「②スピード」「③費用」）に基づき仮置場における適切な分別等を推進

２ 関係機関の役割分担・連携
（１）環境省＜廃棄物処理の所管省庁、活動の総合調整＞
・ 環境省現地支援チームを派遣し、広域の応援体制の調整、発災時の役割分担に係る関係省庁、都道府県、市町村との総合調整
・ 市町村に対する財政支援策の周知や、市町村における民間事業者との協定締結の促進を含めた助言

（２）都道府県＜都道府県内の全般的な活動調整＞
・ 都道府県現地対策本部における活動調整、市町村への支援（受入れ施設等の調整）、環境省への協力要請、広域的な支援体制の確
保に向けた調整等

（３）市町村＜廃棄物処理に責任＞
・ 災害廃棄物の計画的な収集、運搬及び処分を行い、災害廃棄物を円滑かつ迅速に処理
・ 事前に災害廃棄物処理に係る計画等を作成し、仮置場や処理施設等の確保や関係機関との連携体制の構築

（４）防衛省・自衛隊＜事態やむを得ないと認める場合の応急対策＞
・ 事態やむを得ないと認める場合（公共性、緊急性及び非代替性を総合的に勘案して判断）に必要な支援を実施
・ 被災都道府県の要請に基づき、災害廃棄物の撤去目的、活動範囲、活動期間等を明確にした上で、応急対策として活動を実施

３ 平時の取組等
（１）市町村
・ 初動対応時の業務手順の規定、災害廃棄物処理計画の策定と見直し、仮置場候補地及び災害支援協定の内容を把握してリスト化、
自衛隊の担当者と連絡先を共有

（２）都道府県
・ 市町村の災害廃棄物処理計画の策定と見直しを支援、広域的な相互協力体制の整備、自衛隊の担当者と連絡先を共有
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（３）環境省
・ 関係機関の役割分担を明確化して各関係機関との連絡調整スキームを確立、市町村での仮置場候補地の事前検討を含む災害廃棄物
処理に係る計画の策定の促進
・ 「災害等廃棄物処理事業費補助金」等による財政支援を市町村に対して周知し、理解を促進
・ 災害廃棄物の分別の必要性に係る認識の統一、市町村における民間事業者との協定締結の促進及び締結状況の把握
・ 環境省と防衛省において、本省間及び地方レベル間における顔の見える関係構築

（４）防衛省・自衛隊
・ 環境省と防衛省において、本省間及び地方レベル間における顔の見える関係構築（主として、陸上自衛隊の各方面総監部及び各師
団・旅団司令部と地方環境事務所の担当者との間においても連絡先を共有）

４ 発災時の対応
（１）被災市町村
・ 市町村職員等の同行や立会い、住民への周知、仮置場の適切な管理､民間事業者との早期契約
・ 必要に応じて、適切な収集運搬車両（自衛隊では所有していない小回りの利く車両など）の手配

（２）都道府県
・ 市町村からの支援ニーズの把握、広域的な協力体制の確保、周辺市町村や民間事業者との連絡調整、災害廃棄物処理全体の進捗管理
・ 都道府県内では処理が困難になった場合や、被災都道府県から受入れ要請があった場合、受入れ施設の確保に係る調整

（３）環境省
・ 環境省本省：発災時の役割分担に係る関係省庁、都道府県、市町村との総合調整を実施するとともに、広域の応援体制に係る支援
や、都道府県を跨ぐ災害廃棄物の受入体制等に関する調整
・ 環境省現地支援チーム：全体調整、周辺状況確認調査、環境省本省への不足収集運搬車両の支援要請、自治体への助言等

（４）防衛省・自衛隊
・ 現地調整会議（関係省庁、被災都道府県・市町村等との調整会議）で決定した役割分担の下、住民の生活圏のうち、幹線道路、生
活道路、その周辺等の社会活動に影響の大きい場所からの災害廃棄物の撤去（民間事業者等へ移行するまでの応急対策）
・ 重量があり、一般の住民のみでは積込みや積み下ろしが困難な大型災害廃棄物の運搬支援を実施する等、適切に役割分担
・ 必要に応じて、作業開始前の現場写真撮影、重機操作を含む災害廃棄物の収集運搬車両への積込み、仮置場への運搬、市町村の管
理の下での仮置場管理支援、環境省等と連携した作業工程表の作成の支援等を実施

（５）ボランティア・ＮＰＯ（協力が得られる場合）
・ 被災家屋からの災害廃棄物の搬出を中心に実施

５ 自衛隊の活動終了に伴う対応
・ 事前に、災害廃棄物の撤去に係る所要を市町村との間で共有し、自衛隊の活動終了に伴う業務の引継ぎ要領について調整
・ 現地調整会議や現地対策本部会議等において、関係省庁、都道府県、市町村（首長を含む）等の関係者が一堂に会した場で認識の共
有を図り、自衛隊は民間事業者等に業務を引継ぎ

災害廃棄物の撤去等に係る連携対応マニュアルについて（２／２）公表資料



【廃棄物撤去活動】
○防衛省・自衛隊との連携、民間業者・ボランティアとの連携、
現地調整会議等の開催、仮置場の状況の把握等

○現地調整会議等の開催
○広域的な協力体制の確保、財政支援

（参考）災害廃棄物の撤去等に係る考え方及び調整フロー（一例）について
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防衛省・
自衛隊

内閣府内閣府

市町村市町村
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※片付け等がひととおり済み、
災害廃棄物が大量発生する
タイミング

平

素

ボランティア

現地対策本部（実施事項の整理（関係各署の状況・課題の把握、全般的な活動調整））

現
地
調
整
会
議

＃１：３日目以降
・認識共有
・被害見積、今後
予想される活動等

＃２：数日～１週間後
・廃棄物排出状況の把握
・役割分担の決定等
・応援体制の確認

＃撤収前
・処理状況等の認識共有
・引継ぎ状況の確認

都道府県都道府県

内閣府、環境省LO、国交省LO、防衛省LO、
都道府県環境部局、市町村の担当者が一堂
に会して、調整を実施（都道府県の環境部
局と市町村は緊密に連携）

警 察警 察
【被災住民の安全確保等】
○撤去現場、集積場等における誘導、交通規制、安全確保

【廃棄物撤去活動】
○各作業場での分別内容の明示、仮置場等の管理、
○自衛隊が運搬する際の立会、ボランティアとの連携

○災害廃棄物処理実行計画の策定
○都道府県へ支援要請
○民間業者選定・契約

・廃棄物処理計画の作成
・仮置場候補地の選定

【廃棄物撤去活動】
○生活道路など小型車両の対応が適した箇所を中心に作業

○都道府県内全般の活動調整
○県域を越えた調整

【廃棄物撤去活動】
○使用車両の特性に応じた作業

・市町村等との協定締結

・協力・連携体制の整備
・市町村への助言

○市町村との契約準備
○車両・人員の手配(撤去態勢の構築)

撤
収

▼部隊の活動調整
（活動範囲、期間等）

人命救助活動

【対応の主管】

【技術援助】

【助言】

【撤去活動等の支援】

【撤去活動等の支援】

【財政支援】

・廃棄物処理計画の作成支援
・市町村の相互協力体制構築

・県・市町村等との事前調整

・職員に対する教育訓練

人命救助活動に係る災害廃棄物の撤収

【廃棄物撤去活動】
○広域的な協力体制の確保、民間業者等との連絡調整、災害廃棄物処理全体
の進捗管理

○市町村で対応困難な場合、市町村からの事務委託に基づく災害廃棄物
処理を含めた支援の検討

情
報
共
有

【廃棄物撤去活動】
○主要道路、生活道路、その周辺等、大型車両での対応が適し
た箇所での回収や、仮置場等への大量輸送等

○大型災害廃棄物の運搬支援
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防災基本計画の改定（令和２年５月）

改定前 改定後

（P40）

第２編 各災害に共通する対策編 第１章 災害予防

第６節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧・復

興への備え

１１ 災害復旧・復興への備え

（1）災害廃棄物の発生への対応

（新規）

（P44）

第２編 各災害に共通する対策編 第１章 災害予防

第６節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧・復興への備え

１１ 災害復旧・復興への備え

（1）災害廃棄物の発生への対応

〇 国〔環境省、防衛省〕は、災害廃棄物の撤去等について、発

災時の環境省、防衛省、市町村、ボランティア、ＮＰＯ等の関係

者の役割分担、平時の取組等を整理した連携対応マニュアルを作

成し、関係者に周知するものとする。

令和元年台風第１５号、第１９号をはじめとした一連の災害に係る検証レポート（最終とりまとめ）を踏まえた記述

台風15号、19号等の検証レポートを踏まえた、災害廃棄物除去に係る環境省との役割分担等を整理したマニュアル作成に関す
る記述を追記。

（参考）
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平成２８年熊本地震に係る災害派遣
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平成３０年７月豪雨に係る災害派遣

（参考）



令和２年７月豪雨に係る災害派遣
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令和元年東日本台風（台風第１９号）等に係る災害派遣 （参考）


